






























































₁ 　東京高裁昭和₃₇年 ₆ 月₃₀日行裁判例集 ₁ 巻₁₄号₂₁頁。
₂ 　蘆部信喜『憲法学Ⅲ人権各論（ ₁ ）』（有斐閣、₁₉₉₈）、₆₅頁以下を代表的な文献として、本稿脚注に挙
げる各文献もこの問題をめぐる研究の一部である。
₃ 　野中俊彦「選挙に関する憲法上の原則」公法研究₄₂号（₁₉₈₀）、₅₆頁。




























































































































































































































₁₃　最大判昭和₅₁年 ₄ 月₁₄日民集₃₀巻 ₃ 号₂₂₃頁。
₁₄　昭和₅₀年 ₅ 月 ₇ 日の第₇₅回国会公職選挙法改正に関する調査特別委員会における福田一自治大臣の発
言から引用。
₁₅　渡辺重範、前掲注 ₈、₈ 頁。
₁₆　最大判昭和₅₈年₁₁月 ₇ 日民集₃₇巻 ₉ 号₁₂₄₃頁。






₇ 選挙区に対しそれぞれ定数を ₁ 名削減する














つづけ、₁₉₉₀年（平成 ₂ 年）₂ 月₁₈日に行わ
れた総選挙当時には、投票価値の較差は三度
₃ 倍を超え、最大較差 ₁ 対₃.₁₈という状態に
達していた。これに対して、最高裁は、₁₉₉₃































た、各選挙区の定数を ₃ 人から ₅ 人とする法




















₂₀　最大判平成 ₅ 年 ₁ 月₂₀日民集₄₇巻 ₁ 号₆₇頁。




置法 ₃ 条 ₁ 項は、選挙区割りに関する基本思
想として人口の最大較差を ₁ 対 ₂ 未満とする


























と判示されている  ₂ ₇。この間定数配分の見直
しは、₂₀₀₀年（平成₁₂年）に行われた人口調







































₂₆　最大判平成₁₉年 ₆ 月₁₃日民集₆₁巻 ₄ 号₁₆₁₇頁。
₂₇　₂₀₀₅年の判決については、判決前に衆議院が解散されたため、「訴えの利益」がなくなったことによ
り却下されている。













































































































































いて、較差は ₆ 倍を超える ₁ 対₆.₅₉に達して
いた。これに対する選挙無効訴訟が最高裁に
































の削減を行う旨の説明がなされており  ₃ ₈、ま
た、後者についても、東京都、千葉県の定数
をそれぞれ ₂ 人増員し、栃木県、群馬県の定

















































































































































た。ここには、蘆部信喜  ₄ ₉、伊藤正己 ₅ ₀、中
村睦男 ₅ ₁（以上₁₄条 ₁ 項、憲法前文、₁₅条 ₁
項、同 ₃ 項、₄₄条但し書に依拠する立場）、
阿部照哉 ₅ ₂、佐藤功  ₅ ₃、渋谷秀樹  ₅ ₄、阪本昌
成  ₅ ₅（以上₁₄条 ₁ 項、₄₄条に依拠する立場）、
野中俊彦  ₅ ₆（₁₄条 ₁ 項、₁₅条 ₃ 項に依拠する
立場）、橋本公亘 ₅ ₇、浦部法穂  ₅ ₈（以上₁₄条 ₁
項に力点をおく立場）といった論者の名前が
挙げられよう。対して、₁₄条 ₁ 項を根拠とし
ない立場には、樋口陽一 ₅ ₉（₄₃条 ₁ 項）、吉
田善明 ₆ ₀（₁₅条 ₃ 項、₄₄条）、高橋和之 ₆ ₁、辻






























































































































































































































































































































































































は、最大較差を審査する際に用いる ₁ 対 ₂ あ
























































































































ることはありうる  ₁ ₀ ₂。しかしながら、相対的
な較差の問題として判断する以上、最大較差
の中に没入する不平等もあるのである。それ
は例えば、較差が ₁ 対 ₂ 未満であるが、₁ 対
₂ に限りなく近い選挙区が一定以上存在する
場合を想定すると明らかである。最大較差を

















































































違憲と判断されるような場合 ₁ ₀ ₅を明らかにで
きる点だけではなく、全体的な投票価値のバ
ラツキがどういう状況にあるのかを明確に示
















が ₁ ₀ ₈、おそらくこれは昭和₅₁年判決で岡原裁
判官ら ₅ 人の裁判官の反対意見が②の基準を
採りつつ「可分説」を主張したことによる誤
解であろうと思われる ₁ ₀ ₉。投票価値の判断基
準の違いから必然的にそのような結論が理論











において ₁ 対 ₂ を判断基準とし、②の基準において ₁ 対 ₂ に対応する₁±₁/₃を許容基準とした場合を想

















































































































₁ 対 ₁ に近づける努力が求められる今日で
は、投票価値の不平等を判断する司法審査基
準として検討に値する基準であると考える。
　もっとも、本稿で検討した基準をどのよう
に用いるかは、選挙制度と関連して二院制の
政治哲学や現に存在する較差の状態、社会の
状況などを総合的に考慮して行うべきことで
ある。また、併せて諸外国における投票価値
の較差問題や議論の状況を比較検討していく
必要があろう。こうした点については、今後
の課題として取り組みたい。
（筑波大学大学院人文社会科学研究科 
法学専攻）
